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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第18期
第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 1,346,094 1,618,345 1,906,423

経常利益 （千円） 268,162 343,588 389,657

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 197,841 237,943 287,541

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 197,433 236,926 286,876

純資産額 （千円） 1,851,392 2,182,749 1,942,725

総資産額 （千円） 2,690,276 3,127,801 2,813,841

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 61.04 72.98 88.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 59.53 71.65 86.53

自己資本比率 （％） 68.8 69.8 69.0

 

回次
第18期
第３四半期
連結会計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.99 29.41

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間（2018年４月１日～2018年12月31日）における我が国経済は、政府による経済政策や

金融政策を背景に、雇用環境や企業業績の改善が続き、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外では

米国の通商政策による輸出企業への影響、朝鮮半島情勢を巡る警戒感の高まりなど先行き不透明な状況が続いてお

ります。

　当社グループを取り巻く経営環境につきましては、当社グループのビジネスの中核である、クラウドソーシング

のクラウドワーカーを活用して生み出されたサービスを展開するＣＧＳ事業（Crowd Generated Service）におい

ては、官公庁等の入札情報を提供する入札情報速報サービス「ＮＪＳＳ（エヌジェス）」が業績を牽引しておりま

すが、国内情報サービス業の売上高規模は2017年においては11兆3,814億円（前年比3.5%増加）と６年連続で成長

を続けております（経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」）。また、ＣＧＳのリソース供給源であるクラ

ウドソーシングの市場規模は、矢野経済研究所「ＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）市場の実態と展望

2016-2017」によると、2016年度の流通金額規模（仕事依頼金額ベース）は前年比46.2%増の950億円となってお

り、2020年度には2,950億円に達すると予測されています。

 

　このような状況のなか、当社グループにおきましては、ＣＧＳ事業で展開する入札情報速報サービス「ＮＪＳ

Ｓ」の拡大、その他のＣＧＳの拡大、新規ＣＧＳの創出に注力して参りました。また、ＣＧＳのリソース供給源で

ある、クラウドソーシングサービス「シュフティ」のＵＩ・ＵＸの改善、そして企業のアウトソーシング・ニーズ

に対応するＢＰＯ事業については、将来の売上・利益につながる受注獲得のための営業活動に注力いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,618,345千円(前年同四半期比20.2％増）と堅調に推移

し、営業利益は343,867千円(前年同四半期比28.0％増）、経常利益は343,588千円(前年同四半期比28.1％増）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は237,943千円(前年同四半期比20.3％増）と増収増益を達成いたしました。

 

　各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、ＣＧＳ事業におけるＮＪＳＳ以外のサービスの重要性が増してきており、

報告セグメントを従来の「ＣＧＳ事業」、「ＢＰＯ事業」及び「クラウドソーシング事業」の３区分から、「ＣＧ

Ｓ事業 ＮＪＳＳ」、「ＣＧＳ事業 その他」、「ＢＰＯ事業」及び「クラウドソーシング事業」の４区分に変更し

ております。なお、以下の前年同四半期比較においては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替

えた数値で比較しております。

①　ＣＧＳ事業 ＮＪＳＳ

　ＣＧＳ事業のうち、当社グループの業績を牽引する「ＮＪＳＳ」については、インターネットでのリスティ

ング広告やＳＥＯによるマーケティングに加え、展示会出展等のリアルな場でのマーケティング実施の成果も

あり、有料契約件数は順調に推移しました。この結果、2018年12月31日現在のＮＪＳＳ有料契約件数は2,959

件となりました。また、高単価なプレミアムプラン・プラチナプランの受注が引き続き順調に獲得できたこと

及び営業のマネジメント体制強化により、顧客単価の向上もいたしました。さらに、入札資格の管理支援サー

ビスの提供及び入札に関するデータ販売についても順調に推移しました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間におけるＣＧＳ事業 ＮＪＳＳの売上高は908,983千円(前年同四半期

比13.2％増）となり、セグメント利益は591,528千円(前年同四半期比12.7％増）となりました。

②　ＣＧＳ事業 その他

　ＣＧＳ事業 その他の業績は、ＣＧＳ事業の「ＮＪＳＳ」以外のサービスの業績から算出しております。そ

の内、多くを占める、保育園・幼稚園向け写真販売システムを提供する「えんフォト」では、営業活動の拡大

によりサービスを利用して頂いている保育園・幼稚園が増加しました。また、前連結会計年度にサービス提供

を開始した新規ＣＧＳである、クラウドワーカーを活用したコール代行サービス「フレックスコール」の受注

状況が順調に推移しました。また、それ以外の新規ＣＧＳについては、事業検証のための投資を引き続き行い

ました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間におけるＣＧＳ事業 その他の売上高は126,952千円（前年同期比

48.5％増）となり、セグメント損失は19,210千円（前年同四半期は18,579千円の損失）となりました。
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③　ＢＰＯ事業

　ＢＰＯ事業については、中規模な案件の受注が好調であることや受発注における見積金額の算出方法を見直

したことが功を奏し、当第３四半期連結累計期間におけるＢＰＯ事業の売上高は555,176千円(前年同四半期比

28.9％増）となり、セグメント利益は64,055千円(前年同四半期比99.4％増）となりました。

④　クラウドソーシング事業

クラウドソーシング事業については、登録クラウドワーカーが39万人を超えるまでに増加しました。また、

ＣＧＳ事業やＢＰＯ事業のプラットフォームとしての位置付けから、ユーザー利便性を高めるためのシステム

改修を継続しております。この結果、当第３四半期連結累計期間におけるクラウドソーシング事業の売上高は

27,232千円(前年同四半期比1.5％増）となり、セグメント損失は91,443千円(前年同四半期は67,725千円の損

失）となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産については、前連結会計年度末と比べ313,959千円増加し、3,127,801千円と

なりました。これは主に現金及び預金の増加54,198千円、売掛金の増加30,750千円、流動資産にかかるその他の増

加182,816千円によるものです。

負債については、前連結会計年度末と比べ73,936千円増加し、945,051千円となりました。これは主に前受金の

増加59,241千円、未払法人税等の増加32,751千円によるものです。

純資産については、前連結会計年度末と比べ240,023千円増加し、2,182,749千円となりました。これは主に利益

剰余金の増加237,943千円によるものです。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較を行っております。

 

   (3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,199,200

計 11,199,200

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,266,000 3,266,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 3,266,000 3,266,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2019年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2018年10月１日～

2018年12月31日

（注）

3,000 3,266,000 75 946,772 75 929,072

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　なお、2019年１月９日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、大和証券投資信託委託株式会社

が2018年12月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第３四半期会計

期間末現在における実質所有株式数の確認ができたものではありません。

　当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

    

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
総株主等の議決権に
対する割合（％）

大和証券投資信託委託株

式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 330,000 10.12

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。
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①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　3,261,600 32,616 －

単元未満株式  普通株式　　　1,400 － －

発行済株式総数 3,263,000 － －

総株主の議決権 － 32,616 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,534,407 2,588,606

売掛金 110,171 140,921

仕掛品 3,940 8,449

その他 49,123 231,939

貸倒引当金 △844 △1,173

流動資産合計 2,696,798 2,968,744

固定資産   

有形固定資産 42,308 57,970

無形固定資産 6,142 28,984

投資その他の資産 68,591 72,102

固定資産合計 117,043 159,057

資産合計 2,813,841 3,127,801

負債の部   

流動負債   

買掛金 63,869 61,592

1年内返済予定の長期借入金 8,843 3,905

未払法人税等 41,751 74,502

前受金 474,522 533,764

賞与引当金 － 12,758

その他 280,443 258,528

流動負債合計 869,430 945,051

固定負債   

長期借入金 1,685 －

固定負債合計 1,685 －

負債合計 871,115 945,051

純資産の部   

株主資本   

資本金 945,102 946,772

資本剰余金 927,402 929,072

利益剰余金 71,422 309,365

自己株式 － △228

株主資本合計 1,943,926 2,184,981

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △1,358 △2,393

その他の包括利益累計額合計 △1,358 △2,393

非支配株主持分 157 161

純資産合計 1,942,725 2,182,749

負債純資産合計 2,813,841 3,127,801
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 1,346,094 1,618,345

売上原価 405,605 493,198

売上総利益 940,489 1,125,147

販売費及び一般管理費 671,833 781,279

営業利益 268,655 343,867

営業外収益   

受取利息 27 43

ポイント収入額 447 180

貸倒引当金戻入額 － 131

債務免除益 － 489

その他 62 －

営業外収益合計 537 843

営業外費用   

支払利息 181 123

為替差損 848 961

その他 － 37

営業外費用合計 1,030 1,123

経常利益 268,162 343,588

特別利益   

固定資産売却益 － 5

特別利益合計 － 5

特別損失   

固定資産除却損 － 188

特別損失合計 － 188

税金等調整前四半期純利益 268,162 343,405

法人税、住民税及び事業税 31,447 93,715

法人税等調整額 38,865 11,738

法人税等合計 70,313 105,453

四半期純利益 197,849 237,951

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 8

親会社株主に帰属する四半期純利益 197,841 237,943
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 197,849 237,951

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △415 △1,025

その他の包括利益合計 △415 △1,025

四半期包括利益 197,433 236,926

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 197,429 236,928

非支配株主に係る四半期包括利益 3 △1
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 12,447千円 14,479千円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２．

 
ＣＧＳ事業
ＮＪＳＳ

ＣＧＳ事業
その他

ＢＰＯ事業
クラウド
ソーシング
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 803,046 85,517 430,698 26,831 1,346,094 － 1,346,094

セグメント間の内部

売上高

又は振替高

12,615 1,860 5,788 1,504 21,768 △21,768 －

計 815,661 87,378 436,487 28,335 1,367,863 △21,768 1,346,094

セグメント利益又は損

失（△）
525,021 △18,579 32,131 △67,725 470,848 △202,192 268,655

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△202,192千円は、セグメント間取引消去171千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用（主に販売費及び一般管理費）△202,363千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２．

 
ＣＧＳ事業
ＮＪＳＳ

ＣＧＳ事業
その他

ＢＰＯ事業
クラウド
ソーシング
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 908,983 126,952 555,176 27,232 1,618,345 － 1,618,345

セグメント間の内部

売上高

又は振替高

13,038 10,454 6,079 1,834 31,406 △31,406 －

計 922,021 137,407 561,255 29,067 1,649,752 △31,406 1,618,345

セグメント利益又は損

失（△）
591,528 △19,210 64,055 △91,443 544,930 △201,062 343,867

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△201,062千円は、セグメント間取引消去159千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用（主に販売費及び一般管理費）△201,222千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　　２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、ＣＧＳ事業におけるＮＪＳＳ以外のサービスの重要性が増してきたこ

とから、報告セグメントを「ＣＧＳ事業」、「ＢＰＯ事業」及び「クラウドソーシング事業」の３区分

から、「ＣＧＳ事業　ＮＪＳＳ」、「ＣＧＳ事業　その他」、「ＢＰＯ事業」及び「クラウドソーシン

グ事業」の４区分に変更しております。なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報について

は、変更後の区分に基づいて作成しています。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 61円04銭 72円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 197,841 237,943

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（千円）
197,841 237,943

普通株式の期中平均株式数（株） 3,241,100 3,260,251

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 59円53銭 71円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 82,351 60,709

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

 

－

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月14日

株式会社うるる

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫛田　達也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西口　昌宏　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社うる

るの２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０１８年１０月１

日から２０１８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社うるる及び連結子会社の２０１８年１２月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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